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第二次下野市消費生活基本計画（素案①）に係る主な修正点について 

 

第２章 基本的施策 

意見の概要 修正前 修正後 備 考 

１．消費者の自立支援    

(1)消費者教育の推進 

ア 消費者教育の機会の充実 

 

「学齢期以降の若年層や高齢者等には」

とあるが、中年層が入っていないので、「一

般市民」と表現を改めた方が良い。 

 

 

 

〔Ｐ７：７行目〕 

学齢期以降の若年層や高齢者等には、 

 

 

 

 

 

〔Ｐ８：７行目〕 

 一般市民を対象とした消費者教育において

は、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

一般成人向けの生涯学習の機会として、

公民館講座や生涯学習情報センターによ

る取り組みも考えられるため、『担当課等』

として「生涯学習文化課」を入れても良い

のではないか。 

 

〔Ｐ７：担当課等〕 

①消費生活出前講座の実施 

  ⇒ 安全安心課、（消費生活センター） 

 

 

◎再掲〔Ｐ１５、３．- (1) - イ- ②〕 

 ３．消費者被害の未然防止及び救済 

 (1)消費者被害の未然防止の推進 

 イ 消費者被害に関する情報提供の強化 

 

 

 

〔Ｐ８：担当課等〕 

①消費生活出前講座の実施 

  ⇒ 安全安心課、（消費生活センター）、 

   生涯学習文化課 

 

◎再掲〔Ｐ１６、３．- (1) - イ- ②〕 

 ３．消費者被害の未然防止及び救済 

 (1)消費者被害の未然防止の推進 

 イ 消費者被害に関する情報提供の強化 

 

 

※ 生涯学習情報

センターにおける

「下野市まちづく

りリクエスト講

座」の中に、既に

「消費者講座」が

メニューの１つと

して採用されてい

る。 

(2)関係団体等との連携の推進 

ア 関係団体等との連携強化及び情報共

有 

 

『重点項目』及び『推進施策』の「関係

団体」とは、ここでは「消費者団体」がメ

インになるので、「消費者団体」と明記し

た方がわかりやすい。 

 

 

 

 

〔Ｐ９：重点項目（タイトル）〕 

関係団体等との連携の推進 

 

〔Ｐ９：推進施策（タイトル）〕 

 関係団体等との連携強化及び情報共有 

 

 

 

 

〔Ｐ１０：重点項目（タイトル）〕 

 消費者団体等との連携の推進 

 

〔Ｐ１０：推進施策（タイトル）〕 

 消費者団体等との連携強化及び情報共有 

 

 

 

 

 

 

資料１ 
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意見の概要 修正前 修正後 備 考 

２．消費生活の安全・安心の確保    

(1)身近な生活環境の安全・安心の確保 

 ア 安全な商品等の確保 

 

 問題が起こった時に、担当課や連絡先が

分かりやすいよう、「栃木県」ではなく「県

○○課」と記載した方が良い。また、実質

的には栃木県がメインとなる施策である

としても、これは市の計画の基本的施策で

あるので、市の担当課も記載した方が良

い。 

 

 

〔Ｐ１０・担当課等〕 

③消費者に対する食品表示制度の普及啓発 

 ⇒ 栃木県 

 

④食品表示に関する監視指導の実施と関係 

機関との連携 

 ⇒ 栃木県 

 

⑤事業者等に対する食品衛生監視指導の 

実施 

 ⇒ 栃木県 

 

 

〔Ｐ１１・担当課等〕 

③消費者に対する食品表示制度の普及啓発 

 ⇒ 県くらし安全安心課、県生活衛生課、 

安全安心課 

④食品表示に関する監視指導の実施と関係 

機関との連携 

 ⇒ 県くらし安全安心課、県生活衛生課、 

(県南健康福祉センター)、安全安心課 

⑤事業者等に対する食品衛生監視指導の実施 

 ⇒ 県生活衛生課、 

(県南健康福祉センター)、安全安心課 

 

 

※ 栃木県におけ

る「取り組み内容」

及び「担当課等」

の記載について

は、素案確定後、

県と協議の上決定

する予定。 

 

 

 

 

 

３．消費者被害の未然防止及び救済    

(1)消費者被害の未然防止の推進 

ア 不適正な取引行為への対応 

 

 問題が起こった時に、担当課や連絡先が

分かりやすいよう、「栃木県」ではなく「県

○○課」と記載した方が良い。また、実質

的には栃木県がメインとなる施策である

としても、これは市の計画の基本的施策で

あるので、市の担当課も記載した方が良

い。 

 

 

〔Ｐ１４：取り組み内容、担当課等〕 

①事業者に対する指導、勧告及び事業者名等 

の公表 

②不適正な取引行為について事業者への 

周知徹底 

  ⇒ 栃木県 

 

③不適正な取引行為について関係機関との 

連携強化 

 

 

〔Ｐ１５：取り組み内容、担当課等〕 

①事業者に対する指導、勧告及び事業者名等 

の公表 

②不適正な取引行為について事業者への周知 

徹底 

  ⇒ 県くらし安全安心課、安全安心課 

 

③不適正な取引行為について関係機関との 

連携強化 ＜削除＞ 

 

※ これまで①②

の『担当課等』を

「栃木県」と記載

していたため、①

②と区別して「③

関係機関との連携

強化」を設け、担

当課等を「安全安

心課」と記載して

いた。今回の素案

修正で、①②の『担

当課等』に「安全

安心課」を加えた

ことにより、③が

重複した内容とな

ったため、削除し

た。 
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意見の概要 修正前 修正後 備 考 

(2)消費者被害救済体制の強化 

ア 消費生活相談体制の強化 

イ 関係機関との連携強化 

 

 「関係機関との連携」という言葉は随所

に出てきており、この項目だけ別立てして

イ を『推進施策』タイトルとするのは、

体系として整理できていないと思う。ま

た、ア の中にも関係機関との連携による

取り組みがあり、イ の内容もすべて消費

生活相談に関することであるため、ア と 

イを分けずに１つの『重点項目』とした方

が良い。 

 

 

〔Ｐ１６、Ｐ１７：推進施策（タイトル）、

取り組み内容〕 

ア 消費生活相談体制の強化 ①～⑤ 

イ 関係機関との連携強化  ⑥～⑨ 

 

〔Ｐ１７、Ｐ１８：推進施策（タイトル）、 

取り組み内容〕 

ア 消費生活相談体制の充実 ①～⑨ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3)高齢者等への支援の強化 

 

 この項目における「支援」とは、あくま

で「消費者被害の未然防止及び救済」に関

することであり、ただ「支援」と言ってし

まうと漠然としていて、一般的な「支援」

という意味合いになってしまうと思う。 

 

 

〔Ｐ１７：重点項目（タイトル）〕 

(3)高齢者等への支援の強化 

 

〔Ｐ１８：重点項目（タイトル）〕 

(3)高齢者等への消費生活に関する支援の強

化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 ア 高齢者等への情報提供・啓発の強化 

 

 「関係機関」では幅広い意味合いになっ

てしまうため、「福祉関係機関」と明確に

表現した方が良い。 

 

〔Ｐ１８：推進施策（タイトル）、取り組み

内容〕 

ア 高齢者等への情報提供・啓発の強化 

 

①関係機関、団体等との連携による高齢者・

障がいのある人への情報提供の実施 

 

〔Ｐ１８：推進施策（タイトル）、取り組み内

容〕 

ア 高齢者等への消費生活情報の提供 

 

①福祉関係機関、団体等との連携による高齢

者・障がいのある人への消費生活情報の提供 

 

 

 

 


